
横浜市の地震火災対策

隣の土地を買って
建替えようとする方に

最大100万円まで補助します。

隣地統合事業補助

＜対象となる費用＞
測量・登記費用、土地代金、
不動産取得に係る仲介手数料

４．用語の定義

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目50番地の10 22F

TEL：045-671-3595 FAX：045-663-5225 

※受付時間 平日8：45～17：15 横浜市 隣地統合 検索

お問合せ 横浜市都市整備局 防災まちづくり推進課

◆建築物不燃化推進事業補助

老朽建築物の解体工事費や、準耐火建築物など

の耐火性の高い建築物の新築工事費に、それぞれ

最大150万円を補助します。

◆専門家相談事業（司法書士）
老朽建築物の建替え・解体を検討している所有者

に対して、相続・登記や不動産の権利関係の課題解

決に向けたアドバイスを司法書士が無料で行います。

令和８年４月発行

より詳しい内容は、
横浜市のホームページをご覧ください。

３．補助対象地区

まずはお気軽にご相談ください。 TEL：045-671-3595

５．関連する補助制度等 ※詳細は別途お問合せください。

※2 隣地統合後に新築しなくても、二筆以上の土地を一体利用する場合は補助利用可

◆狭小敷地 ：面積が概ね50㎡未満の土地

◆未接道敷地：建築基準法・横浜市建築基準条例の接道条件に適合しない敷地

◆隣接敷地 ：狭小敷地又は未接道敷地に接している土地

◆隣地統合 ：狭小敷地若しくは未接道敷地又は隣接敷地を購入し、二筆以上の土地を一体で利用すること

令和７年５月１日より、
補助対象地域を拡大し
ました！

〈パターン② 未接道敷地〉未接道な敷地を隣地と統合し、一体利用する場合

隣接敷地

〈パターン① 狭小敷地〉狭小な敷地を隣地と統合し、一体利用する場合

隣接敷地

建替えたいけど
敷地が狭い…

接道していなくて
できない…

（法的に道と離れている）

（50㎡未満）

補助対象地区

重点対策地域
（不燃化推進地域）

<凡例>

※１

※１ 地域によって補助上限額が変わります。
（【２.補助の概要】【３.補助対象地区】参照）

※2

※2



◆対象とならない場合◆

【狭小・未接道いずれの場合も】

隣接
敷地

狭小
敷地

凡例 統合後
未接道
敷地

◆狭小敷地の場合◆ 100㎡
以上

100㎡
以上

50㎡以上

50㎡以上

【狭小かつ未接道敷地】

◆未接道敷地の場合◆

100㎡
以上

100㎡
以上

2m未満 2m以上

【未接道敷地】

未接道敷地に建物が
建っていない

【狭小敷地】

狭小敷地に建物が
建っていない

2m未満

2m以上

過去に
隣地統合補助
を受けた土地
を含んでいる

と不可

未接道敷地を残し、その
他の２筆の土地（もう１つ
の未接道敷地を含む）の

隣地統合は利用可

2m以上

２．補助の概要 ※下記以外にも要件があります。詳細や手続の流れについてはお問合せください。

対象者

主な要件

対象費用
・

補助率

隣地統合する土地の所有者又は土地所有者の三親等以内の親族

・重点対策地域（不燃化推進地域）：１００万円

・上記以外の補助対象地区 ： ５０万円

補助対象となる費用（税抜） 補助率 費用×補助率

①測量及び境界明示費用※ １／２ Ａ

②登記費用※ １／２ Ｂ

③不動産取得に係る仲介手数料※ １／２ Ｃ

④土地代金 １／１０ Ｄ

• 補助を受けるには、敷地を統合する前に申請が必要です。

• 家族間や相続等の取引には使えません。

• 統合後の土地は、建築基準法上、建物を建てられる敷地にすることが必要です。

• 申請時に狭小敷地や未接道敷地に建物があり、申請後にその建物を解体するこ

とが必要です。統合する隣接敷地には、建っていなくても申請可能です。

（個人・法人は問いません。）

上限額

１．対象となる隣地統合のイメージ例

※市内業者による入札又は２者以上の市内業者から見積書の取得が必要

隣地統合する２筆の土地
が２ｍ以上接していない

Ａ～Ｄの合計又は上限額のうち、いずれか低い額
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